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財政収支の見通し
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（単位：億円）
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今回

内閣府試算の経済成長率など、現時点で見込むことができる条件を前提に推計

この試算は不確定要素を多く含んでおり、将来に向かって相当の幅をもってみる必要がある

（決算ベース）



今回と前回（R5.1公表）の相違点

①地方交付税等の増加による収支改善
約51～82億円／年の改善

②歳出の増加による収支悪化 約84～114億円／年の悪化

○人事委員会勧告等による人件費増額分 約25～32億円／年の悪化

○障害者自立支援給付の対象者増加や
新型コロナウイルス感染症の5類移行等による社会保障関係費の増額分

約52～55億円／年の悪化

○物価高騰や労務単価上昇等による物件費の増額分
約7億円／年の悪化

地方交付税等の増加により収支改善したが、
人件費や社会保障関係費等の増加により、収支は悪化

約3～62億円／年の悪化
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市債残高の見通し
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※臨時財政対策債除く 普通会計ベース
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市債残高は、資材高騰等の影響により普通建設事業費が増加する見込みのため、前回公表と比べて増加
ハード事業費の総量管理の取組により、推計期間中は減少傾向で推移する見込み

（単位：億円）
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※四捨五入により表中では計算が合わないことがあります

※定年引上げによる退職手当の積立ての変動は、その他の特定目的基金に反映（奇数年度に約22～25億円）

基金残高は、今回公表の収支額の悪化により前回公表と比べて減少

基金残高の見通し
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※減債基金の満期一括償還分除く
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※（ ）：財源調整に活用できる基金の合計
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試算の前提条件

【推計期間】 令和7年度～令和15年度
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・

・ 人口は、平成27年の国調基準推計人口をベースに市が

独自で推計

【個人市民税】

・ 所得の伸びを、消費者物価上昇率を基に推計

【法人市民税】

・ 経済成長による法人税割の増加を見込む

【固定資産税】

・ 評価替えによる影響を見込む

・ 市税、税外収入を勘案して推計

・ 臨時財政対策債は実績などに基づき按分して推計

その他 ・ 実績などに基づき推計 その他 ・ 実績などに基づき推計

・

・

・

金利は、直近の発行実績を据え置きで推計

既発行分に今後の発行予定分を加味して推計

 

市場公募債の満期一括に伴うルール分の積立金は

公債費にて計上

地方交付税
普通建設

事業費

・

・

大規模事業を個別に積算して推計

　

落札率や事業進捗などを加味して推計

・ 経済成長率は、国の中長期の経済財政に関する試算

（内閣府）のベースラインとする

扶助費 ・ 現行の社会保障制度を前提に、実績などに基づき推計

全体 持続可能な財政運営に向けた取組を反映して推計

歳

入

市税等

歳

出

人件費

・

・

定年引上げ制度を踏まえ、今後の職員数の見込みを

ベースに推計

国勢調査、選挙などの臨時的な増減は除いて推計

公債費

※財政収支見通しについては、今回の試算に含まれていない以下のような要因により今後変動する可能性がある
・国等の今後の制度改正（社会保障制度、税制改正など）
・大規模事業の具体化に伴う事業費の計上（新清掃工場整備、中央図書館建替え、堺ミュージアム整備など）



財政収支見通し

＜令和7年度～令和15年度＞
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事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1589.7 1589.7 1603.8 1603.8 1607.3 1607.3 1620.5 1620.5 1629.0 1629.0 1629.1 1629.1 1637.5 1637.5 1643.6 1643.6 1643.1 1643.1

437.9 437.9 432.8 432.8 446.6 446.6 445.7 445.7 449.2 449.2 468.9 468.9 462.9 462.9 457.5 457.5 470.7 470.7

102.5 102.5 101.2 101.2 104.5 104.5 104.3 104.3 105.2 105.2 109.9 109.9 108.5 108.5 107.2 107.2 110.3 110.3

165.6 0.0 170.7 0.0 160.5 0.0 150.3 0.0 131.0 0.0 129.3 0.0 122.5 0.0 146.7 0.0 143.2 0.0

2003.7 402.3 2014.7 415.9 2000.5 408.7 2037.7 411.5 2029.7 414.2 2031.3 406.9 2043.4 419.2 2086.1 432.0 2082.4 423.7

4299.4 2532.4 4323.2 2553.7 4319.4 2567.1 4358.5 2582.0 4344.1 2597.6 4368.5 2614.8 4374.8 2628.1 4441.1 2640.3 4449.7 2647.8

892.8 754.6 921.9 779.4 889.4 751.7 912.5 771.2 883.8 746.8 912.0 770.7 882.6 745.7 913.1 771.7 906.2 765.8

1584.4 465.4 1598.4 469.5 1612.7 473.7 1627.7 478.1 1643.3 482.7 1659.3 487.4 1676.0 492.3 1694.0 497.6 1712.2 502.9

368.5 353.9 370.3 354.4 368.5 349.4 366.1 345.4 364.9 344.8 359.5 341.1 358.0 341.8 353.8 339.1 347.3 332.6

290.1 40.3 311.9 43.3 282.8 39.2 282.3 39.2 254.7 35.3 246.0 34.1 238.7 33.1 278.9 38.7 267.2 37.1

1273.6 1028.2 1196.7 983.1 1230.1 1017.2 1237.3 1015.5 1239.9 1030.5 1228.5 1018.3 1244.7 1040.4 1207.5 999.4 1219.8 1012.4

4409.4 2642.4 4399.2 2629.7 4383.5 2631.2 4425.9 2649.4 4386.6 2640.1 4405.3 2651.6 4400.0 2653.3 4447.3 2646.5 4452.7 2650.8

R12年度

（2030年度）

R13年度

（2031年度）

R7年度

（2025年度）

R14年度

（2032年度）

市税

R8年度

（2026年度）

R9年度

（2027年度）

R10年度

（2028年度）

R11年度

（2029年度）

地方交付税

臨時財政対策債

その他

歳入合計

（単位　億円）

R15年度

（2033年度）

市債

（臨財債除く）

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

その他

歳出合計

歳入歳出差引額 ▲ 67.4▲ 110.0 ▲ 76.0 ▲ 64.1

413.8

▲ 42.5 ▲ 36.8 ▲ 25.2 ▲ 6.2

基金残高（減債基金満期一

括償還分除く）

(歳入歳出差引額調整後)
446.8 355.2 346.6 318.6 328.3

市債残高（臨財債除く）

（普通会計ベース）

514.0

2188.0 2155.1

▲ 3.0

337.9

1886.62119.2 2072.3 2019.9 1976.2 1931.6 1909.5

325.7


